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表 一番右端 各地域 分析結果を 排出量 加重 均 値を示 い

「01「 8 第 1 回分 加重 均値 水分率約 60％ 発熱量 1,」60ずcaせ/ずg い

う結果 対 「01」 「 第 「 回分 水分率 約 60％ 第 1 回

同程度 灰分率 約 17％ 第 1 回 5％程度増加 結果 燃分 約 「5％

発熱量 9「0ずcaせ/ずg い結果  

発熱量 算出 際 プ チ 類 割合 あ 程度高い プ

チ 類を考慮 四成分を用い 推算式を使用  

以降 分析 目毎 考察を示  

 

 成分 

成分 特徴 以 あ  

� 成分 加重 均 水分約 60％ 灰分 1「～17％ 燃分 「5～」1％ あ 総

水分量 高い  

� 日 比べ 水分 灰分 高い 東京都 水分約 40％ 灰分約 6％

燃分約 54％ あ  

� 冬季 方 灰分率 高い 冬場 暖 用 炭 廃棄 起因 い

考え  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Moisture
56.9%

Combust
ible

31.1%

Ash 
content 
11.9%

2-4-12 第 1 回分析結果： 成分 加重 均  
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以 ャエ 県 各地域 分析値及び加重 均値 東京都 値を 原

プロ を示  

    部分 ャエ 県 け 質 主 分 置 あ 水分

高 燃分 い右 領域 あ を東京都 質 置 う 左

    方向 移動 焼却処理等を検討 望 い 考え

 

 

 

Moisture
58.4%

Combust
ible

25.0%

Ash 
content 
16.6%

2-4-13 第 2 回分析結果： 成分 加重 均  

Moisture 
40.2%

Combust
ible 

53.4%

Ash 
content  

6.4%

2-4-14 東京都 成分 
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 発熱量 

発熱量 特徴 以 あ  

� 四成分 計算 各地区 発熱量 400～」,000ずcaせ/ずg あ

概 1,000ずcaせ/ずg 程度 い値 あ  

� 日 比べ 発熱量 い 東京都 発熱量

「,160ずcaせ/ずg あ  

 

結果 処理施設を検討 あ 主 留意 以 考え

 

� 焼却処理 際 安定燃焼温度 850℃を維持 運転 発熱量 約

1,「00ずcaせ/ずg 5,000ずJ/ずg 以 望 い 焼却処理を検討 燃え

安定燃焼 能 質 あ 言え  

� 発熱量 い 焼却処理施設 高効率発電 適 い 能性 あ  

� 従 水分 多い 適 処理 望 い  

 

 種類別組成 

種類別組成 特徴 以 あ  

� 各地区 総 紙類 一番多 い プ チ 類 生 い

 

� 紙類 プ チ 類 多い 乾ベ 発熱量 高 想定

 

� 生 多い 生 を タン発酵等 資源化 焼却施設

2-4-15 ャエ 県 け 質分析結果比較 成分  

GEBZE A (2012/8) 1,090kcal/kg

GEBZE B (2012/8) 1,480kcal/kg

DERINCE KORFEZ (2012/8) 3,010kcal/kg

IZMIT A (2012/8) 980kcal/kg

IZMIT B (2012/8) 530kcal/kg

BASISKELE (2012/8) 810kcal/kg

KARTEPE (2012/8) 1,230kcal/kg

KURAMURSEL (2012/8) 810kcal/kg

KANDIRA (2012/8) 1,590kcal/kg

GOLCUK (2012/8) 1,170kcal/kg

DILOVASI (2012/8)840kcal/kg

GEBZE A (2013/2) 1,000kcal/kg

GEBZE B (2013/2) 630kcal/kg

DERINCE KORFEZ (2013/2) 990kcal/kg

IZMIT A (2013/2) 900kcal/kg

IZMIT B (2013/2) 370kcal/kg

BASISKELE (2013/2) 1,980kcal/kg

KARTEPE (2013/2) 1,490kcal/kg

KURAMURSEL (2013/2) 1,700kcal/kg

GOLCUK (2013/2) 740kcal/kg

Kocaeli weighted average (2012/8) 1,360kcal/kg

Kocaeli weighted average (2013/2) 920kcal/kg

Tokyo 2,160kcal/kg

Combustiblematter ％

Inert material ％

Water ％
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適正化 焼却対象 発熱量 向 （O
「
排出量抑制効果 期待

 

� 第 「 回 分析結果 他 分類 多  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-4-16 第 1 回分析結果：種類別組成 加重 均 乾 ベ  

Paper
28.6%

Plastic・
Gums・
Leather
18.2%

Garbage
15.0%

Fiber
5.3%

Wood and 
bamboo

3.2%

Other
14.9%

Incombustible
14.8%

Paper
13.9%

Plastic・
Gums・
Leather
10.1%

Garbage
18.2%

Fiber
2.8%

Wood and 
bamboo

0.0%

Other
37.2%

Incombustibl
e

17.8%

2-4-17 第 2 回分析結果：種類別組成 加重 均 乾 ベ  
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 単 体積重量 

 単 体積重量 い 「01「 8 第 1 回 約 0.15図/ぜ

」

「01」 「

第 「 回分 約 0.41図/ぜ

」

高い結果  

第 1 回 測定値 水分率 約 60％ 高い 関わ 単 体積重量 約 0.15図/ぜ

」

測定 考え 第 「 回 測定値 方 信頼性 高 設計値 い

第 「 回 数値を採用  

 

。「) 位S 調査 け 設計 質 

記 結果 調査 中間処理施設検討 際 設計 使用 質 第 1 回

結果 以 設定 第 「 回 結果 成 「4 度 出 映  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

。」) 分別 組成調査結果 

現地 11 家庭 協力を依頼 実施 分別 組成調査結果を以 示  

表 一番右端 一人一日分 均 排出量を示 い 今回 結果 一人

一日 排出量 約 0.97 ㎏/日 人  
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家庭毎 組成 大 あ 均 厨芥類 一番多い 紙類及びプ

チ 類 多い 金属や 他 分類 多 見  

今回 調査 日程 関係 ンプ 採取期間 短期間

能 あ 度 1 週間程度 期間 ンプ 採取を実施 精度 高い

タを得 い  

2-4-18 分別 組成調査結果： 均 湿 ベ  

①Garbage
36.7%

②Paper
13.1%③Fiber

6.4%

④Plastic
9.9%

⑤Glass
7.6%

⑥Metal
9.6%

⑦Others
16.7%
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第第第第3333章章章章    導入技術・システムの選定導入技術・システムの選定導入技術・システムの選定導入技術・システムの選定    

 

3333.1.1.1.1....    選定方法選定方法選定方法選定方法    

 導入技術 選定 あ 以 示 前提条件を元 事業 実現性

高い方式 検討を行  

 

3.1.1.3.1.1.3.1.1.3.1.1.    前提条件前提条件前提条件前提条件    

。1) 処理対象物 

コ エ 県 全域 排出 都市 家庭 及び事業系  

 

。2) 処理量 

処理量 い IZAY）AS 協議 結果 現時点 2011 実績 都市 発生量約

600,000下/ 家庭 517,019下/ 事業系 770,774下/ 計 587,793下/

600,000下/ 1,800下/日  

  

。3) 設計 質 

第 2 章 記載 う 現地 質分析を行 結果 以 設定  

 基準 質 い 水分率約 60％ 高く 発熱量 1,360ずcaせ/ずg い

MBT Mごcしaそじcaせ Bじぞせぞgじcaせ Trごa下mごそ下 を行い 水分含 量 多い 機系廃棄物を 効

利用 を検討  
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表 3-1-1 本 FS 調査 け 設計 質 



3-2 

 

。4) 環境基準 

コ EU け 規制 準 形 環境基準値 設定 い 焼却施設

適用 排 基準値 い IZAY）AS ン を行い 以 基準値 出

典:Rごgつせa下じぞそ ぞそ 下しご じそcじそごra下じぞそ Nぞ.2872E.435 2010 設計を行う  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 排水基準 い 流域 排水基準 以 基準値を採用  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-1-2 排 基準値 

表 3-1-3 排水基準値 

 
項目 単 基準値

窒素

イ ス

ン

六価

鉛

シアン

ウ

鉄

ッ素

銅

亜鉛

水銀

硫黄酸化物

分 均 分 均 分 均 分 均

の

％

の

％

計測中

％

の

％

の

％

計測中

％

ばい ん － － － － － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

イ シン類 換算値 Y

項目

2
( Y

日 均

分 均

2
換算値( Y ㎎

日 均

分 均
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。5) 建設用地 

建設用地 い IZAY）AS 確認 未検討 あ 以

理由 現在 IZAY）AS 所在地 あ Sぞせaずせar 埋立処分場 隣接 土地を建設

予定地 仮定 県 都市 を 1 ヶ所 集約 処理 計画  

� 今後 発生量 増加 想定 将来的 新 施設建設 計画

必要性 あ 現時点 複数施設を整備 場合 必要 初期資金 増大

 

� コ 許認可等行政手続 複雑 複数施設を整備 場合 時間

 

� コ エ 県全域 収集 際 Sぞせaずせar 埋立処分場 あ Iどmじ下 距 的 ち

う コ エ 県 中心地 置 い  

� 既存 収集 を 使え  

� 処理後 残渣を Sぞせaずせar 埋立処分場 処分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

。6) 最終処分量 

第 2 章 記載 う Sぞせaずせar 埋立処分場 残余 数 5～10 程度 IZAY）AS 見

込 あ 現状 新 い処分場 建設予定 い 最終処分量を 減可

能 検討を行う  

 

 

 

図 3-1-1 コ エ 県 け 都市 収集搬送経路 

İstanbul

Yalova

Bursa

Sakarya
Başiskele

Derince

Gölcük

İzmit

Kandıra

Karamürsel

Kartepe

Körfez
Çayırova

Darıca

Dilovası

Gebze

AB1
2

3

4
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3.1.2.3.1.2.3.1.2.3.1.2.    選定方法選定方法選定方法選定方法    

前述 前提条件 以 方式 を検討  

 

。1) MBT 検討 

コ エ 県 適 MBT を検討 MBT コンサ タン

あ WI低 Wa上下ごcぞそ上つせ下 Iそ下ごrそa下じぞそaせ, じba, gごてじ下ra コ エ 県 け

質 タを提供 検討を依頼  

MBT い 目的 構成 様々 存在 生物

処理 注目 以 3 種類 ロ 分類  

 

� 好気的安定化 ロ Bじぞせぞgじcaせ 上下abじせじどa下じぞそ たrぞcご上上  

    廃棄物中 生物分解性物を減少 サ 可能物を選別 方式 安定化

処理残渣 埋立処理 化石燃料を使用 乾燥を促進 ロ 含

 

� バ 乾燥 ロ Bじぞせぞgじcaせ こrとじそg たrぞcご上上  

  好気性安定化 ロ 同様 処理を行う 焼却や サ 不適物を除去 好

気性発酵 際 発生熱を利用 水分を除去 高発熱量 R）位 Rごさつ上ご ）ごrじvごこ 

位つごせ を選別  

� 嫌気性消化 ロ Aそaごrぞbじc こじgご上下じぞそ たrぞcご上上  

  前処理 嫌気性消化不適物を除去後 嫌気状態 バ を生成 利用

方式 消化後 残渣 機分 減少 い 安定化 好

気的 安定化処理 行わ  

 

 中 好気的安定化 ロ 埋立処分を行う ロ あ 本調査 目

的 適 い 除外 バ 乾燥 ロ 及び嫌気性消化 ロ 2 種類

ロ を用い い 概略検討を行い 結果 採用 1 種類を選定

詳細検討を行う  

 機械選別＋バ 乾燥 Bじぞせぞgじcaせ ）rとじそg : B）  

 機械選別＋嫌気性消化 Aそaごrぞbじc ）じgご上下じぞそ : A）) 

 

MBT 検討 際 以 文献を参考文献 参照  

位じそaせ Rごたぞr下 。bじぞせぞgじcaせ こrとじそg cぞそcごた下), （ぞそcごた下 上下つこと さぞr aそ MBT じそ Kぞcaごせじ, 

Tつrずごと Wa上下ごcぞそ上つせ下 Iそ下ごrそa下じぞそaせ, じba, gごてじ下ra, 2013.2  

成 22 度国 外 け 廃棄物処理技術調査業 報告書 株式会社 ン。2011. 

3)  

け MBP 焼却以外 方法 MBP 施設 。 )エコ

ン 福岡大学樋口壯太郎 刊廃棄物。2004.6)  

け MBP 最新動向 焼却 MBP を組 合わ 環境負荷 減を図 九

州大学島岡隆行 中山裕文 刊廃棄物。2004.5)  

け MBP 廃棄物 新 考え方 最終処分場 延命化 福岡大
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学樋口壯太郎 刊廃棄物。2004.4)  

 

。2) 焼却処理施設 検討 

MBT 後 残渣を埋立処分 場合 埋立処分場 延命化 繋 い 最終

処分負荷 い焼却処理 を検討  

焼却処理 式焼却炉 一般的 あ 本調査 い

最終処分負荷 減効果 高い 化溶融 い 検討を行  

 

。3) コン 検討 

焼却処理以外 方法 コン い 現地コ エ 県 入先 い

IZAY）AS ン を行 入先 情報 得 コン

品質 確保 発生源 分別 必要 あ 現状 混合排出状況 高品質 コ

ン 製造 困 あ 考え  

現時点 コン 入先 情報 得 入先 け

埋立処分 埋立処分量 減 解決策 い 本調査

コン い 検討 対象 除外  

 

。4) 検討 

MBT 施設 SR位 Sぞせじこ Rごcぞvごrごこ 位つごせ を製造 火力発電所や ン

工場等 助燃剤 使用 考え 塩素濃度 腐食

等 塩素由来 入制限 あ 場合 改造等 必要 場

合 入先 設備改造等 検討 必要 あ 今 度 調査 検討 対象 除外
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3333.2..2..2..2.    導入技導入技導入技導入技術・システムの評価結果術・システムの評価結果術・システムの評価結果術・システムの評価結果    

3333.2.1..2.1..2.1..2.1.    MBTMBTMBTMBT システムの検討結果システムの検討結果システムの検討結果システムの検討結果    

。1)MBT 概略検討結果 

 前述 う 機械選別＋B） Bじぞせぞgじcaせ ）rとじそg 及び機械選別＋A） Aそaごrぞbじc 

）じgご上下じぞそ 2 方式 い コ エ 県 け 質 タを元 MBT

コンサ タン あ WI低 Wa上下ごcぞそ上つせ下 Iそ下ごrそa下じぞそaせ, じba, gごてじ下ra 依頼 概

略検討を行  

概略処理 ロ を以 示  

処理 ロ 簡便化 選別後 サ 可能状況等を 案 ン チ

類 積極的 選別を行わ サ 可能物 鉄 非鉄金属を想定  

機械選別＋B） 破袋 バ 乾燥処理後 選別を行 選別効

率 向 い  

 

 機械選別＋B） Bじぞせぞgじcaせ ）rとじそg  

 

 

 

 

 

 

 

 機械選別＋A） Aそaごrぞbじc ）じgご上下じぞそ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次葉 各項目 概略比較表を示  

機械選別＋B） 比べ 機械選別＋A） バ 発電 いう あ

施設建設費 高く 必要運転人員 多い いう結果 運転管理 い

機械選別＋B） 方 容易 埋立処分残渣量 機械選別＋B） 方 少 い コ

バ 発電 いう枠 売電 対 ン ン あ 発電 含

予定 バ 発電 対 発電 売電価格を 回 う 特別 ン

ン 枠 いう い  

 本調査 機械選別＋B） 方 機械選別＋A） 比べ 多い

考え 機械選別＋B） を採用  

図 3-2-1 機械選別＋BD 概略処理 ロ  

図 3-2-2 機械選別＋AD 概略処理 ロ  

受入 破袋 バイ 乾燥 機械選別

処理不適物 排水 サイ 能物

凝縮水

受入 機械選別

嫌気性消化

ン発酵

バイ 乾燥

処理不適物 サイ 能物 バイ ス 排水

凝縮水

排水
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。2) MBT 詳細検討結果 

 以 機械選別＋B） Bじぞせぞgじcaせ ）rとじそg 方式 い 詳細検討結果を以 示  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2-1 MBT 概略比較表 

敷地面積

排水量

埋立残渣量

生成量

発熱量

工場長 人

シ 人

機械設備等 人

重機運転員 人

操業交代要員 人

積み替え要員 人

計 人

建設費 Y ( 千円

維持管理費 Y (  千円

人件費 Y (    千円

用役費 Y (    千円

点検補修費 Y (    千円

運転人員

機械選別機械選別機械選別機械選別＋＋＋＋

×

表 3-2-2 機械選別＋BD 主要項目 

機械選別＋機械選別＋機械選別＋機械選別＋ 機械選別＋機械選別＋機械選別＋機械選別＋

建設費 日 約 百万円 高 約 百万円

必要敷地面積 約 ～ 約 ～

運転人員 ～ 人 ～ 人

バイ ス発電 な W

生成量 少 日 多 日

発熱量 約 約

埋立処分残渣量 少 日 多 日

排水発生量

処理の複雑 容易 複雑

運転の容易 容易 比較的難 い

初期 少ない 多い

サイ 効率 高い 比較的 い
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建設費 日本 約 10,000 百万 あ 処理 下 単価 約 6 百万 /下 敷地

面積 約 80,400ｍ

2

施設規模 間 600,000下 大 い 間 350 日 24

時間操業 交代勤 3 直 算出 機器 系列数 点検期間等 考慮 4 系

列 い  

処理 ロ 概略設備 様 バ ン 概略配置を以降 示  

MBT 処理後 R）位 を焼却施設 処理 焼却施設 設計を行  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

破砕機 破砕機 破砕機 破砕機

＜ ㎜  ＜ ㎜  

排水

凝縮水

＜ ㎜  ＜ ㎜  

磁選機 磁選機 磁選機 磁選機

ス ン ス ン ス ン ス ン

＜ ㎜

＜ ㎜

㎜ ㎜

磁選機 磁選機 磁選機 磁選機 磁選機 磁選機

非鉄選別機 非鉄選別機 非鉄選別機 非鉄選別機 非鉄選別機 非鉄選別機

＜ 比重差選別機 比重差選別機 比重差選別機 比重差選別機

砂 不燃物等

㎜重量物 ㎜軽量物 ㎜軽量物

＜ ㎜ ＜ ㎜

＞ ㎜ ＞ ㎜

残渣

㎜

灰 不燃物等 ㎜ ＜ ㎜ ＜ ㎜

埋立残渣 鉄分 非鉄金属

破砕機 破砕機

W

バイ 乾燥

ス ン ス ン

受入設備

バイ 乾燥設備

機械選別設備

図 3-2-3 機械選別＋BD 処理 ロ  
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表 3-2-3 機械選別＋BD 主 設備 様 

表 3-2-4 機械選別＋BD バ ン  

機械選別機械選別機械選別機械選別＋＋＋＋

ヤ 方式 貯留日数 日分

移送方法： イ 等

破袋設備 粗破砕機： 系列 破砕粒度：＜ ㎜

滞留時間： 日間

乾燥 ンネ ： 系列

移送方法： イ

磁選機： 系列 粗選別

ス ン ： 系列 砂等不燃物選別用

磁選機： 系列 精選用

非鉄選別機： 系列 精選用

比重差選別機： 系列

ス ン ： 系列

細破砕機： 系列 ㎜

鉄分用コンテ ： 系列

非鉄金属用コンテ ： 系列

埋立残渣用コンテ ： 系列

用 ッ ：

換気設備 系列

排気処理設備 生物脱臭設備： 系列

受水設備 系列

排水処理設備 系列

受入設備

バイ 乾燥設備

機械選別設備

搬出設備

機械選別＋機械選別＋機械選別＋機械選別＋

鉄分   ％

非鉄金属  ％

％

大気拡散 水分 ％

埋立残渣 ％

排水 ％

合計 ％
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図 3-2-4 機械選別＋BD 概略配置 

計量機

管理

部

受入設備

管

理

部

機

械

選

別

設

備

搬出室

搬出室

換

気

設

備

バイ 乾燥設備

中

間

仮

置

き

ス

ペ

ー

ス

雨水/防火

用貯水池

排水貯水池

受水設備

換気設備

排水処理設備

排気処理設備

206m

1
0
2
m

20m 110m

4
0
m

1
1
9
m

176m

3
4
4
m

234m
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3.2.2.3.2.2.3.2.2.3.2.2.    焼却処理システムの検討結果焼却処理システムの検討結果焼却処理システムの検討結果焼却処理システムの検討結果    

。1)焼却処理施設 設計 質 設定 

 MBT 施設 得 R）位 性状 基準 設定 質及び高質 い

基準 発熱量 80％及び 120％程度 R）位 中 水分 変化

仮定 設定 処理対象 設計 質を以 示  

 

  

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

。2)焼却処理施設 検討結果 

述 設計 質を 焼却処理施設 検討を行 施設 計画 あ

神鋼環境ソ ョン 及び コ エン ン 機器 設備

協力を依頼 を行  

概略処理 ロ を以 示 溶融処理 効利用可能 を生成 最終処

分場負荷 減を図 建設費 最少化を図 いう観点等 式焼

却炉 500下/日＋流動床式 化溶融炉 200下/日を組 合わ を採用  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2-5 焼却処理施設設計 質 

％

 ％

％

％

 W   W   W  

％

％

％

％

％

％

％

 

  

 

図 3-2-5 式焼却炉＋流動床式 化溶融施設 処理 ロ  

売電

発電

蒸気 ン

み ッ ス 炉 イ 排 ス処理設備 煙突

主灰 蒸気 飛灰

流動床式 ス

化溶融炉

イ 排 ス処理設備

煙突

ス 飛灰
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 以 式焼却炉＋流動床式 化溶融施設 い 主要項目及び概略配置

図を以 示  

建設費 日本 約 19,500 百万 あ 処理 下 単価 約 28 百万 /下 敷地

面積 約 36,400ｍ

2

運転人員 36 人を見込 タ ン発電

売電量 133,867MWし/ 売電収入 日本 約 2,042 百万 最終処分量

235ｔ/日 処理 量 1,800下/日 対 約 13％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2-7 式焼却炉＋流動床式 化溶融施設 主要項目 

敷地面積

受入供給設備

燃焼 ス冷却設備

通風設備

工場長 人

受入 計量 人

運転班長 人

運転班員 人

整備班長 人

整備班員 人

計 人

建設費 Y ( 千円

維持管理費 Y (    千円

人件費 １ Y (     千円

用役費 Y (    千円

点検補修費 Y (    千円

売電量

売電収入 Y (  千円

最終処分量

W

ｔ 日

運転人員

衡通風方式

蒸気 ン

燃焼設備

活性炭 消石灰吹込装置 無触媒脱硝装置

排 ス処理設備

余熱利用設備

ス 式焼却炉＋流動床式 ス化溶融炉ス 式焼却炉＋流動床式 ス化溶融炉ス 式焼却炉＋流動床式 ス化溶融炉ス 式焼却炉＋流動床式 ス化溶融炉

ッ ン方式

ス 式焼却炉： ｔ 日

排熱 イ

ろ過式集 ん機

×

流動床式 ス化溶融炉： ｔ 日

定格発電量： W
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図 3-2-6 式焼却炉＋流動床式 化溶融施設 概略配置 

表 3-2-3 機械選別＋BT 主 設備 様 

計

量

機

2
8
0
m

130m

ン

発電機/

電気室

み ッ

雨水/防火用貯水池

ッ

炉室

78m

5
6
mン

排気

復水器

煙突

排 ス処理

設備ヤ 27m

1
6
5
m
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第第第第4444章章章章    事業採算性の評価事業採算性の評価事業採算性の評価事業採算性の評価    

 

4444.1..1..1..1.    事業計画事業計画事業計画事業計画    

4444.1.1..1.1..1.1..1.1.    事業概要事業概要事業概要事業概要    

 第 」 章 検討 処理 技術 基 ン 様 事業 体制 資金計

画等 以 述 う 設定 事業計画 策定 実現可能性 評価 行  

 

医1) 事業概要 

 Soせaずせaち 埋立処 場 隣接地 都市 MBT＋焼却 ＋ 化 処理

発電 熱回 施設 建設費 維持管理費 処理費 Tじたたじng 切ごご 賄う

必要 あ 発電 売電 入 得 Tじたたじng 切ごご 最少化 図  

 集運搬 従来 Soせaずせaち 埋立処 場 各 中継施設 搬送

活用 MBT や焼却 発生 残渣や灰 隣接 Soせaずせaち 埋立処 場

無償 最終処  

 ャ 県や IZAY）AS 次期埋立処 場 用地確保 大 困難 抱え 中

埋立量 大幅 減容化 図 都市 熱回 イ 率 向

あ  

本事業範囲本事業範囲本事業範囲本事業範囲

MBT：1800t/日

機械選別＋BD

化溶融炉：200t/日

ト 焼却炉：500t/日

各地区

収 搬送

都市ご

600,000t/年

1,360kcal/kg

自治体

コ ャエ 県 た

IZAYDAS

環境都市計画省

た

電力会社

処理費 電力

買 費用

FIT優遇価格

残渣

処理灰

Solaklar

埋立処分場

 

 

 

医「) 事業体制 

 第 1 章及び 第 貸 章 提示 い 実施体制 構築 目標 現地 ヒ

ン や折衝 行 資金計画 策定 あ 現時 現地企業

建設 運転管理 行い 切S 実施者 SP（ や現地企業 監督 指導 行 事

業 進 い いう体制 構築 いう確証 得 至  

 そ 現時 資金計画策定 採算性 実現可能性 評価 あ 次 体制 前

提 纏 行  

 自治体 ャ 県 IZAY）AS 民間企業 び調査実施主体等

図 4-1-1 事業 概要 
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共同 出資 廃棄物処理 SP（ 設立 SP（ 施設 所 自 建設 運営管理業

務 発注 業務 行う  

 施設 建設 分P（ 建設 事 ンソ 発注 行わ ンソ

施設毎 異 ンバ 構成  

� MBT 1800下/日 ：欧州 責任者 適宜 企業 設備発注 

� 化溶融施設 「00下/日 ：神鋼環境ソ ン 責任者 適宜   

      企業 設備発注 

� 式焼却施設 500下/日 ：欧州 責任者 適宜 企業  

     設備発注 

 

 O&M 運転維持管理 SP（ 運転管理企業 発注 施設

運転 検 補修 別企業 可能性 高い 計画 1 社 賄う  

 建設費 10%程度 SP（ 出資者 自己資金 賄う 多 金融機関や日 政府

系金融機関 条件 良い融資 負担  

tト コ自治体

コ ャエ 県 た

IZAYDAS

調査実施主体

神鋼環境ソ ュ ョン等

ト コ民間企業

廃棄物処理廃棄物処理廃棄物処理廃棄物処理SPC

事業実施主体事業実施主体事業実施主体事業実施主体

MBT：1800t/日

欧州 主体と 、

各機器を適宜ト コ企業 発注

O&M 運転維持管理

ト コ

運転管理会社

EPC 建設工事 コンソ ア

Tipping Fee支払

出資

出資

業務監督 指

人材育成 等

発注

化溶融施設：200t/日

神鋼環境ソ ュ ョン 主体と 、

各機器を適宜ト コ企業 発注

ト 焼却施設：500t/日

欧州 主体と 、

各機器を適宜ト コ企業 発注

ト コ金融機関

日本政府系

金融機関

建設費融資融資

 

 図 4-1-2 資金計画策定 事業実施体制 
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医」) 資金計画策定 前提条件 

 前項 記載 実施体制 建設期間 」 間 運転管理期間 「5 間 SP（ 施

設 保 自治体 Tじたたじng 切ごご 入 電力会社等 売電 入 事業 賄

う PPP 事業 資金計画 採算性 析 行  

 資金計画 前提条件 以 通  

 

 建設費 

 施設毎 以 表 記載 方法 建設費 算出 国 稼働 い 都

市 向 焼却施設 存在 い 焼却炉 存在 い い IZAY）AS

保 害 療廃棄物焼却炉 イ Lつちgじ 社製 あ  

 従 MBT 式焼却施設 ン 全体 価格 い 欧州 ヒ

ン 行い 周辺設備 事等 現地価格水準 見直 行 い 化溶融施設

神鋼環境ソ ン 実績 基準価格 設定 個別機器 土建 事

等 い や 国 場 持 欧州 ヒ ン 行

結果 映 算出  

 

 

建設費算出方法

欧州 コンサ ント ヒア ン

欧州 ト ヒア ン

土建工事 、 化溶融施設 ト コ建設企業見積

基 算出

基準価格 設定 神鋼環境ソ ュ ョン 国 実績 基 設定

化炉、溶融炉、

イ 等 コア機器

欧州 、ト コ 見積を徴収し、神鋼環境

ソ ュ ョン 評価し 採用

そ 他周辺機器 機器毎 適宜ト コ 見積依頼済

据付工事 ト コエン ニア ン 企業 見積依頼済

土建工事 ト コ建設企業 見積を徴収

項目

M T

機械選別＋ ： 日

ト 施設

日

化溶融施設

日

 

 建設費 資金調達 建設費 10% SP（ 出資各社 自己資金 残 90%

銀行等 借入金 借入金 う 買0% 建設費 54% 日 政府系金融機関

借入 金利 「.84%：「01」 「 時 Lじけoち1「 物調達金利＋政府系金融機関調達金

利 乗 」貸.5けた＋ 「00けた 償還期間 「5 残 40% 建設費

」買% 民間金融機関 借入 金利 貸.50%：「01」 「 時 政策金利 5.5%＋

「00けた 償還期間 18 イ ン 返 方法

表 4-1-1 建設費 算出方法 
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い 金利据置期間 元利均等方式  

 」 間 期 度毎 支払高 出来高 1 目 10% 「 目 50% 」 目 40%

減価償却 い 定率法 定 法い 認

最短償却期間 」 間 定 あ 法人税 損金算入 可能 あ 資金計画 い

建設費 全 減価償却 「5 間 定 法 計算 全 損金算入  

 

 人件費 

 人員体制 MBT 欧州 ン タン ヒ ン 結果 映 式焼

却施設及び 化溶融施設 神鋼環境ソ ン 実績 次 う 設定  

 

 

施設 役職 役割 人数

M T 工場長

フト

ペ 機械設備等

重機運転員

操業交代要員

ご 積 替え要員

計

工場長

入 計量

運転班長

運転班員

整備班長

整備班員

計

ト

化

合計

 

 

 

単 ：T Y 月

ト

T ％含

出所

採用値

T除く

プ ント

ペ

,

入 重機 ,

, ～ , MY xec e a a  ,

, ～ , MY xec e a a  ,

,

, ～ , ト コ 用者連合 TI K

エン ニア

中堅技術者

中間管理職

課長

ネ ャ

所長

統計 し

ワ

一般工職

 

 

表 4-1-2 人員体制 

表 4-1-3 人件費単価 設定 出 ： 欧州投資関連 一覧 JETRO2011  
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 用役費 検補修費 

 施設 運転維持管理 国 企業 担当 念頭 置い い 体

的 企業 見積 依頼 段階 至 式焼却 化溶融施設

用役費 検補修費 神鋼環境ソ ン 実績金 基 い 算出 MBT 施設

用役費 検補修費 欧州 ン タン ヒ ン 結果 映  

 

 そ 主 設定条件 

� SP（ 職員 各出資者 出向社員 SP（ 管理 人件費 発生 い  

� 施設建設用地 ャ 県 Soせaずせaち 埋立処 場隣接地 用地 無償

SP（ 事務所 施設建設用地隣接地 あ Soせaずせaち 埋立処 場敷地

あ IZAY）AS 事務所 事務室 無償  

� そ SP（ 維持費 各社負担 事業計画 見込 い い  

� 排水処理 Soせaずせaち 埋立処 場 浸出水処理施設 共同処理 建設

費 維持管理費 見込 い い  

� 施設 回 金属 日 神鋼環境ソ ン実績施設 売却

い 同等 品質 回 可能 事業計画 売却益 見込 い  

� MBT 残渣 焼却灰 化溶融飛灰等 建設資材等 活用 可能性 あ

計画 Soせaずせaち 埋立処 場 処理費用 最終処  

� 替 「01」 「 時 参考 次 通  

� 1 米 US） ＝9「 JPY  

� 1 TRY ＝5「   ※ 「005 後 通貨 指  

� 1 分UR ＝1「「  

 

4444.1.2..1.2..1.2..1.2.    優遇制度優遇制度優遇制度優遇制度    

医1) 再生可能 発電 優遇制度 

 第 1 章 記載 通 再生可能 発電 目標達成

「011 1 8 日 改正再生可能 法 官報 買094 号 Amごnこmごn下 下o Rごnご与aけせご La与 

医No:買094) 発効 「015 1「 」1 日 操業 始 ン 再生可能

由来電力 価格 明確 源毎 定 期間 10

間 バイ 都市 焼却 含 由来 発電 1」.」 US-（ごn下上/ずWし あ  

 国 都市 焼却施設 国 電力売 引価格

金 あ 変わ い 適用可否 疑問 余地 あ 事業計画

1」.」 US- （ごn下上/ずWし 採用 以 」 設備 地元調達加算 見込 計算  

� 低a上じさじげげa下じon anこ ga上 げせごanじng gちoつた : 0.買 US-（ごn下上/ずWし 

� S下ごam oち ga上 下つちけじnご : 「.0 US-（ごn下上/ずWし 

� 低ごnごちa下oち anこ たo与ごち ごせごげ下ちonじげ上 : 0.5 US-（ごn下上/ずWし 

 

 事業計画策定 い 操業開始 11 後以降 売電 入 い

国 電力 引 相場 固定価格 制度 価格 あ 変わ い

いう情報 あ 制度 動向 明 記 1」.」＋」.1＝1買.4 US 
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-（ごn下上/ずWし 「5 間 わ 採用 計算  

 

医「) 税務 主 優遇制度 

 投資優遇制度 あ 「01「 買 新 優遇制度 発効 い 事

業 優遇制度 一般優遇制度 地域別優遇制度 あ 一般優遇制度

全 事業体 対 適用 制度 固定資産 購入 VAT 関税 免除 あ

事業 い 各施設 SP（ 保 場合 適用 自治体 施設 保

関 協議 至 固定資産税 VAT 関税 い 考慮 入 い

計画  

 地域別優遇制度 国 買 地域 地域毎 優遇度 段階的 変更

税 優遇制度 適用 いう 既 商 業 栄え い 西側地域

東側地域 方 優遇度 高い ャ 県 イ タン 等 同 最 優遇度

い地域Ⅰ い 地域Ⅰ 主 優遇制度 法人税 支

援 累積減税 投資金 10% 達 法人税率 10%軽減

法人税率 10% いう 企業 負担 従業員 社会保険料 国 支

援 いう あ 事業計画 法人税率 軽減措置 適用 累積減税

建設費 10% 達 法人税率 10% 計算  
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4.2.4.2.4.2.4.2.    評価結果評価結果評価結果評価結果    

4.2.14.2.14.2.14.2.1    事業収支計画事業収支計画事業収支計画事業収支計画    

 前項 前提条件 事業実施 費用 売電 入 次 通 算出  

 

 

M T

ト 焼却

＋ 化溶融

M T

ト 焼却

＋ 化溶融

, , , , , ,

人件費 , , , ,

用役費 , , , ,

点検補修費 , , , ,

売電量 年

売電収入 年間

項目

維持

管理費

(年間

売電

建設費

, ,,

, ,

費用 千ト コ 費用 千

 

 

 金利 経 成長率等 考え 事業 企業 出資 必

要 利益率 税引 前資 IRR 15% 設定  

 記費用 加え 人件費 事業期間中 わ ベ 福利厚生費 減価償却

費 借入金利支払 法人税支払等 含 事業計画 立 資 IRR15% 達成

必要 自治体 Tじたたじng 切ごご 貸9.貸TRY/下 4,144 /下 算出  

 

売電収入

処理費収入

Tipping Fee）

人件費 用役費 維持補修費

そ 他

施設整備費 利益

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000

費用等

収益

千ト コ /20年計

79.7 TRY/t

 

表 4-2-1 事業実施 費用 売電 入 

図 4-2-1 事業期間 わ 費用 益構成 建設 3 運営 25 合計  
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単 ：千ト コ

年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目

収入

処理費収入 , , , , , , , , , , , , ,

売電収入 , , , , , , , , , , , , ,

収入計 , , , , , , , , , , , , ,

費用

人件費 , , , , , , , , , , , , ,

用役費 , , , , , , , , , , , , ,

点検補修費 , , , , , , , , , , , , ,

減価償却費 , , , , , , , , , , , , ,

借入金利支払 , , , , , , , , , , , , ,

費用計 , , , , , , , , , , , , ,

税引前利益 , , , , , , , , , , , ,

法人税 ,

税引後利益 , , , , , , , , , , , ,

借入元本返済 ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ ,

ャッ ュフ , , , , , , , , , , , , ,

年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 年目 合計

収入

処理費収入 , , , , , , , , , , , , , ,

売電収入 , , , , , , , , , , , , ,

収入計 , , , , , , , , , , , , , ,

費用

人件費 , , , , , , , , , , , , ,

用役費 , , , , , , , , , , , , ,

点検補修費 , , , , , , , , , , , , ,

減価償却費 , , , , , , , , , , , , ,

借入金利支払 , , , , , , , , , , ,

費用計 , , , , , , , , , , , , , ,

税引前利益 , , , , , , , , , , , , ,

法人税 , , , , , , , , , , , , ,

税引後利益 , , , , , , , , , , , , ,

借入元本返済 ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ , ▲ ,

ャッ ュフ , , , , , , , , , , , , ,

表
4

-2
-2
 

事
業

支
計

画
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4.2.4.2.4.2.4.2.2222....    採算性による採算性による採算性による採算性による実現可能性評価実現可能性評価実現可能性評価実現可能性評価    

 IRR15% いう 日 国 事業 比 十 数値 あ 事業 進出 対 魅力

非常 高い あ 現在IZAY）AS 家庭 引 単価 1」.「5TRY/下

あ 害 療廃棄物 均約 45TRY/下 引 前項 算出 処理費

貸9.貸TRY/下 ャ 県 IZAY）AS 容 い  

 IZAY）AS 職員 ワ や日 招聘 研修時 ヒ ン

都市 焼却 場合 希望 処理費 約 15TRY/下 いう ン い  

 15TRY/下 埋立処 い い都市 対 引 単価 変わ 現実性

乏 い そ 最終処 場負荷軽減等 潜在的 経 負担 軽減 効果 見

込 」0TRY/下 最終目標 害 療廃棄物 引 単価 同 あ 45TRY/下

当初目標 設定 達成 手法 検討  

 

医1) 質 発熱量 向 発電量 発電 入 増加 

 ャ 県 回 都市 発熱量 析 結果 1,」買0ずげaせ/ずg 非常

い数値 い 別 集 進 チ や古紙等 別 イ

い 日 国 い 基準 発熱量 「,000ずげaせ/ずg 程度 あ

発熱量 い地域 い 1,900ずげaせ/ずg 回 あ い  

 ャ 県 都市 発熱量 非常 い理由 水 量 5貸% 非常 高い

あ 原因 厨芥 水 バ 等 水 投入

そ 回 搬送 事 考え 水 量 手法 来

以降 調査 検討 い 水 量 減少 事業採算性

程度影響 え 考え  

 

 買00,000下/ 都市 う 現状 」41,4」貸下/ 5買.9% 水 あ 水

家庭 水 や Soせaずせaち 処 場 乾燥処理等 量 対 水 量 10%

減 ▲買0,000下 発熱量 1,580ずげaせ/ずg 「0%減 ▲1「0,000下

1,8買0ずげaせ/ずg 昇 日 国 同等程度 近  

 

 

年 ％ 年 ％ 年 ％

水分 , % , % , %

灰分 , % , % , %

可燃分 , % , % , %

合計 , % , % , %

発熱量

ca

現状 水分▲ % 水分▲ %

, , ,

 

 

 処理対象 直接焼却処理等 熱回 行う場合 発熱量 向

発電量 増加効果 見込 現状 計画 1,」買0ずげaせ/ずg MBT

表 4-2-3 中 水 量減少 発熱量 変化 
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バイ 乾燥 行い 熱回 施設 投入 発熱量 「,買」5ずげaせ/ずg 向

い 時 投入 水 率 発熱量 関わ MBT 処理後 R）切 性状

一定 あ 処理対象 水 量 減少 熱回 施設 投入

R）切 発熱量 大 影響 え MBT 施設規模 減

大 効果  

 従 以 記載 通 施設建設費 初期投資 減少 寄 売

電量 増大 入 増加 寄 Tじたたじng 切ごご 大幅 減 達成

い  

 

 

現状 水分▲ % 水分▲ %

施設規模 , 日 , 日 , 日

発熱量 , ca , ca , ca

熱回収投入

ご 発熱量

, ca , ca , ca

処理費

T pp  ee

T Y T Y T Y

 

 

 Tじたたじng 切ごご 更 減 図 熱回 施設 投入 発熱量 現状

計画 「,」買0ずげaせ/ずg 昇 発電量 増大 売電 入 増加 必要 あ

従 中 水 量減少 施設建設費 減効果 加え MBT 処理後 熱

回 投入 発熱量 増加 場合 処理費 変動 ン  

 

 

I ％達成 必要 T pp  ee T Y

熱回収ご 発熱量

現状

熱回収ご 発熱量

＋ ％

熱回収ご 発熱量

＋ ％

, ca , ca , ca

, , ,

,

,

,

施設規模

日

売電量 M 年

 

 

 

表 4-2-4 中 水 量減少 処理費 変化 

表 4-2-5 熱回 発熱量増大 処理費 変化 
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 IZAY）AS 現在廃油 含 産廃 入 処 い 廃油 単独 回

熱回 投入 発熱量 昇 混焼対象物 活

用 可能 あ  

 水 量 減少 処理規模 高発熱量 混焼 熱回 投入

発熱量 増加 組 合わ 初期目標 定 45TRY/下 Tじたたじng 切ごご

減 更 減策 検討 実施 必要  

 

医「) 建設費 減 投資効果増大 

 資金計画 事業 支計画 決定 指標 IRR 採用 い 初期投資

多寡 Tじたたじng 切ごご 大 右  

 当初計画 企業や欧州企業 採用 日 国 実績 基

い 算出 基準価格 大幅 建設費 減 達成 見込 い 現

時 MBT 施設 1800下/日 建設費 処理規模単価 5.買 百万 /下 式焼却

＋ 化溶融施設 貸00下/日 建設費 処理規模単価 「貸.9 百万 /下 日 国 基準

大幅 減 達成 言い難い 原因 都市 焼却施設 実

績 見積 徴 各社 十 費用 計 い 可能性 あ

各設備 1 社 見積 徴 各社 見積 入 う 競 原理 働い 価

格提示 算算出用見積 Bつこgご下aちと Pちじげご ベ あ 可能性 あ

等 考え  

 前項同様 建設費 減 手法 次 度以降 調査 検討

中 水 量 減 施設規模減少 高発熱量 混焼 熱回 投入

発熱量 昇 加え 建設費 建設費単価 減 達成 場合 目標 Tじたたじng 

切ごご 程度接近 析  

 

 

建設費

千T Y

処理費

T Y

建設費

千T Y

処理費

T Y

建設費

千T Y

処理費

T Y

水分現状 , 日 , , , ,

水分▲ % , 日 , , , ,

水分▲ % , 日 , , , ,,,,

搬入ご

水分量減少と

中間処理規模

焼却ご

発熱量

ca

建設費単価現状 建設費単価▲ % 建設費単価▲ %

 

 

 う 水 現状 ▲「0％ 中間処理施設規模 1,440下/日 熱回

発熱量 現状 ＋「0％ 発熱量 」,1買0ずげaせ/ずg 建設費単価 ▲「0%

複合的 対策 行う 初期目標 あ 45TRY/下 回 」買.0TRY/下 Tじたたじng 切ごご

達成  

表 4-2-5 建設費単価 減少 処理費 相関 
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 」買.0TRY/下 いう処理費 ャ 県や IZAY）AS 容易

容 金 あ 交 俎 乗 頂 金 い 必要

あ  

 例え IRR 日 国 事業 十 思わ 10%程度 落 処理

費 減 可能 ン 記 全 達成 IRR 10%

処理費 Tじたたじng 切ごご 」1.8TRY/下 あ 減策 実現性 裏付

い い 可能性 い 言及 実現可能性 方策

検討 次 度以降 課 い  
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第第第第5555章章章章    環境負荷低減効果環境負荷低減効果環境負荷低減効果環境負荷低減効果の評価の評価の評価の評価    

    

5.1.5.1.5.1.5.1.    3R3R3R3R 推進効果推進効果推進効果推進効果    

 ト 日本 う 3湿 湿ごこつげご 湿ごつ上ご 湿ごげとげせご 考え方を 民 啓蒙

う 活動 活発 行わ い い 従 民 間 3湿 ヒエ を意識

量 削減 向 活動 広く行わ 至 い い 都市部を中心 政

府 自治体 い 埋立処分量削減を目指 図 う 管理方法 ヒエ

を作成 ゼンテ ョンを行 い ケ 見受  

 

Prevention

Minimization

Reuse

Recycle

Energy Recovery

Disposal

Most

Preferable

Less

Preferable

 

 

 

 ヒエ 容器包装廃棄物等 個別 イク う

そ 他 個別収集廃棄物 あ 有害 医療廃棄物等 適正処理 処分 い い

う 3湿 貢献 い い 容器包装廃棄物を除く都市 現在 全量埋立

回 ヒエ 最 層 処分 い い  

 本 業 導入 金属分 回収や 焼 化 熱回収 可能

745下/日 現状埋立量 42％ をヒエ 層 置  

Prevention

Minimization

Reuse

Recycle

Energy Recovery

Disposal

1800t/日

0t/日

現状

 

Prevention

Minimization

Reuse

Recycle

Energy Recovery

Disposal

235t/日

0t/日

700t/日

45t/日

事業化後

 

 

図 5-1-1 ト 都市 管理ヒエ  

図 5-1-2 本 業導入 ャエ 県 都市 管理ヒエ 変化 
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5.2.5.2.5.2.5.2.    最終処分量削減効果最終処分量削減効果最終処分量削減効果最終処分量削減効果    

 現在 IZAY）A満 保有 い 埋立処分場 ）じせoづa上じ 埋立処分場 既 杯 満oせaずせaち

埋立処分場 IZAY）A満 ント 残余 数 10 程度 い 満oせaずせaち

埋立処分場 地 面を超え 山 う 積 い 厳密 残余 数 算

出 い い ャエ 県内 人口増加 宅地 商工業 発達 商工業

地 拡大 次期埋立処分場用地確保 目途 全く立 い い  

 前項 示 通 本 業 導入 埋立処分量 1800下/日 235下/日 大

く 減 処分場 延命化効果 出 現時点 施設建

設を行 施設稼働 2015 降 そ 処分場残余 数 8 程度

う 2 章 示 通 ャエ 県内 都市 量 4％/ を超え

増加 見込 あ 現時点 量 基 600,000下/ 処理施設を

作 処理 埋立処分場 投入 量 々増加 大

埋立処分場延命化効果を得 業化後 現状見込 7 後

2028 埋立処分場 杯 見込 あ 更 対策 必要  

 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

残余容量 ｔ

現状

事業化後

 

 

 

 本 業 化溶融施設を導入 熱回収処理量 10％程度 焼 灰 掘 起

溶融処理 可能 見込 そ 結果 20下/日×334 日/ ＝6,680下/ 埋

立処分場負荷軽減を行 2 程度 処分場延命化効果 出 次期埋立処分場

確保や焼 施設 化溶融施設 能力拡大等 対策 必要 変わ い  

 

 

 

 

 

図 5-1-3 本 業導入 埋立処分場延命効果 
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5.3.5.3.5.3.5.3.    温室効果ガスの排出削減効果温室効果ガスの排出削減効果温室効果ガスの排出削減効果温室効果ガスの排出削減効果    

 本 業 実施 温室効果 排出削減効果を 通 評価  

 

 

評価対象 評価す 内容

発電 CO 排出量

削減

廃棄物発電 電力を創出す 従来 化石燃料

由来 発電 トルコ 火力発電 多くを占 を代替す

温室効果ガス CO 排出削減量を評価す

焼却・ガス化溶融 熱処

理 CO 排出量 増

加

焼却・ガス化溶融 熱処理 化石燃料 油等 燃焼

時 び み中 プラスチック 燃焼時 発生す 温室効果

ガス CO 発生量を評価す

埋立処分場 メタン発生

量 抑制

有機系廃棄物 最終処分量 削減 埋立処分場 発

生す 温室効果ガス メタン 排出量削減を評価す

運搬 係 CO 発生量

削減

o a ar処分場以外 場所 本事業を行った場合 都市 み

や 運搬 係 CO 発生量 評価を行う必要 あ 今

回 計画 o a ar処分場隣接地 施設を建設す た 現

状 運搬 変化 いた 評価 行わ い す

 

 

 発電 （O
2
排出量 削減効果 

 ト 石炭火力発電 非常 多く 本 業 廃棄物発電導入 石炭火力発

電由来 （O
2
発生 削減 考え  

 石炭火力発電 （O
2
発生量 0.975ずg-（O

2
/ずWし 電力中央研究所発表資料

あ 本 業 外部 供給 電力量 133,867,200ずWし/ あ  

 従 130,520,520ずg-（O
2
を 1 間 削減  

 

 焼 化溶融 熱処理 （O
2
排出量 増加 

 焼 化溶融施設 チック類を熱処理 （O
2

発生

本 業 導入 チック由来 （O
2
排出量を 通 計算  

 第 2 章 述 ャエ 県内 発生 質調査 結果 チック類

類 皮革類を合わ 乾 20.2％ 8.7％を構成 い

分 い 本 業 MB却＋焼 化溶融 あ 廃棄物発電時 水分

飛 い 対象 20.2％を採用 チック類 類 皮

革類 比率 1 章 述 イ タン 廃棄物組成 う Poげしご下下ご 10％ 却ごで下じせご

3％ Pせa上下じげ上 3％ Pせa上下じげ Bo下下せご 1％ 構成比率を参考 23.5％

熱回収対象 う 20.2％×23.5％＝約 4.75％を チック 占

計算 MB却 回収 チック い  

 燃料 主 ンテナン 後 施設 立 時 炉内温度を 燃料 利

用 投入 MB却 後 あ 補助燃料 必要 う 発熱量

い 見込  

 考え方 基 （O
2
排出量 増加量を次 う 算出  

表 5-3-1 本 業導入 温室効果 排出削減効果 評価項目 
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項目 算出根拠

施設 投入 プ

ラスチック量

t 年

t 年× ％

プラスチック由来温

室効果ガス原単位

g CO g

環境省 温室効果ガス排出量算定・

報告マニュアル

算定・報告・公表制度 け 算定

方法・排出係数一覧 廃棄物等

焼却及び原燃料 し 使用 関

す 排出係数 そ 他 廃プラス

チック類

燃料 油 使用量 L 年
事業者概算計算

燃料由来温室効果

ガス原単位

g CO L

環境省 温室効果ガス排出量算定・

報告マニュアル

算定・報告・公表制度 け 算定

方法・排出係数一覧 燃料 使用

関す 排出係数 油

温室効果ガス排出

合計量

g CO 年

数値

 

 

 埋立処分場 タン発生量 抑制 

 都市 全量埋立処分場 投入 い 酸化炭素 21 倍 温室効果

を持 タン 発生 温室効果 評価 大 ウエイトを占

2012 IZAY）A満 満oせaずせaち ）じせoづa上じ 両埋立処分場 タン 回収発電を行

既 タン 温室効果 排出削減対策 行わ い 埋立処分場

発生 全 タン を回収 埋立 い 焼

化溶融処理 タン 排出削減効果 出 あ 現状 タン 回

収率を評価 タン 由来 温室効果 排出削減効果 評価 次 度

降 業  

 

～ 本 業 導入 ャエ 県内 排出 温室効果 （O
2

排出

量を 間 51,451下-（O
2
削減  

 

 

廃棄物発電 CO 排出量削減 ▲ g CO 年

熱処理 CO 排出量増加 g CO 年

本事業導入 CO 排出削減効果 ▲ g CO 年

 

表 5-3-2 焼 化溶融 温室効果 排出増加量 

表 5-3-3 本 業導入 温室効果 排出削減効果 
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5.4. 5.4. 5.4. 5.4. その他の環境負荷低減効果その他の環境負荷低減効果その他の環境負荷低減効果その他の環境負荷低減効果    

 EU 1999 施行 埋立指 Lanこさじせせ ）じちごげ下じづご：1999/31/E（ 埋

立 廃棄物中 生分解性廃棄物 量を2020 1995 比 35％ く

い ト EU 加盟 い い 本指 従う強制力 い 今後経済発展

伴い 先進国入 EU 加盟を狙 いく場合 本指 廃棄物処理を実施

いく 求 考え  

 IZAY）A満 両処分場 厨芥 等 生分解性廃棄物 そ 処分場 投入

い 動物や鳥 食物を求 集 く 処分場周辺 悪臭を感

あ 衛生的 環境 あ 言い難い  

 本 業 導入 生分解性廃棄物を MB却＋焼 化溶融処理を行う

問題を解決 地域 環境負荷 減 貢献 ャエ 県 2022

都市 管理方法を直接埋立 新 い方式 変更 を目標

本 業 導入 目標達成 環境負荷軽減 貢献 可能  
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第第第第6666章章章章    社会的受容性社会的受容性社会的受容性社会的受容性の評価の評価の評価の評価    

    

6666.1..1..1..1.    本事業の実施に る社会影響本事業の実施に る社会影響本事業の実施に る社会影響本事業の実施に る社会影響    

 本事業 実施 コ国内やコ エ 県 地域 与え 社会影響 以 通  

 

。1) 雇用創出 

 プ ン 建設期間中 い コ企業 活用 新 雇用 創出 特

建設工事や据付工事を コ企業 発注 コ エ 県内 い 新 雇用

創出 考え  

 運営期間中 い 本事業施設 所長 班長 職員 日本国内 欧州等

技術を く知 ッ を派遣 必要 あ 運転員 整備班員 約半数 MBT

操業 ッ 運営開始当初 地元雇用 ッ 運転 十 可能 あ

考え 現計画 MBT 施設 1「0 名程度 焼却 ガ 化溶融施設 「」～「5 名

程度 地元雇用 可能 あ 考え 操業 ッ 以外 用役 点検 補修等

い コ国内企業を活用 更 雇用創出 可能  

 

。「) 技術移転 

 コ国内 都市 焼却施設 存在 い 本事業を導入 コ国内企

業 活用 国内 地域 民 雇用 コ 日本 技術移転 可能

雇用 人員 技術を直接習得 可能  

 神鋼環境ソ ュ ョン ガ 化溶融施設 日本国内実績施設 大半を 自社 運転

管理を請 負 実績施設 コ国内 雇用 ッ 研修を受入

可能 あ 見込 都市 処理技術を習得 今後 コ国内 廃

棄物処理市場 い 指導的立場 立 可能 大 く貢献  

 

。」) 教育 啓発 

 現在 コ エ 県 容器包装廃棄物及び 害 粗大 等 別 い

都市 全 埋立処 い 状況 あ 」R を目指 別活動 浸透 い

言い難い IZAY）AS 定期的 民 啓発や学校 講義 教育 啓発活動

を行 い 社会 別 必要性を感 い 民 少 く 活動内容

比 効果 出 い い 思料  

 本事業 導入 水 や 別 熱回 効率化 民 都市 処理 処

経済面 生活環境面 負担 軽減 いう社会 を構築

」R 向 教育 啓発 実効性を高 後押 を 可能  

 実現 コ国内全体 環境保護 普及 啓発活動 広く

国内 持続可能 発展 寄与  

 

。4) 国 開発計画 合致 

 コ 第 9 次開発計画 「007 年～「01」 年 い 競争力 強化 雇用

増加 人的資源開発 社会的結束 強化 地域格差是正 公共サ 質 実
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効性 向 を開発重点 マ 掲 い 本事業 4 項目 該当

コ政府やコ エ 県自治体 支援 可能性を十 備え い 考え  
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6666.2..2..2..2.    社会的状況か の受容性の見込み社会的状況か の受容性の見込み社会的状況か の受容性の見込み社会的状況か の受容性の見込み    

 日本や欧州 既 NIMBY No下 In Mと Baげk Yarこ：社会全体 焼却施設 必要性

理解 居 地域 施設を建設 欲 く い いう拒否 応 う 近

隣 民 対 都市 焼却施設 計画実行 難航 例 多く見 い

近年 中国や東南ア ア う 途 国 中進国 近隣 民 対 都市 焼

却施設 建設 白紙撤回 追い込 見 い  

 コ 都市 焼却 ガ 化溶融処理施設 い 地域 民 受容性

い 未知数 あ 近年 埋立処理 特 オ プン ン ン 周辺環境

悪影響を与え い 声 日本 高度 環境負荷 減技術 採

用及び周辺環境 対 配慮 経験を十 活用 地域 理解を得 可能

性 高 考え 既 IZAY）AS 害 医療廃棄物 焼却施設を運転

一概 焼却等 熱処理＝悪 いう考え 固執 対 少 い い 思料

 

 「01「 年 1「 実施 現地 ワ ョップ い コ エ 県 「0「「 年

埋立処 以外 都市 管理方法を確立 必要 あ いうコ ン あ

本事業 実現 期待 あ 思料  

 但 現在 埋立処 い 都市 回 民 支払 い 処理費

1」.「5TRY/下 あ 本事業 実現 場合 コ エ 県 処理費を 民 水道料

金 合わせ 徴 を検討 日本国内 地方税 う 間接負担 く

直接負担 民 いく 処理費用増加を受入 いう観

点 受容性を今後調査 いく必要 あ  
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第第第第7777章章章章    現地政府 企業との連携等の実施体制の構築現地政府 企業との連携等の実施体制の構築現地政府 企業との連携等の実施体制の構築現地政府 企業との連携等の実施体制の構築    

    

7777.1.1.1.1....        実施体制実施体制実施体制実施体制    

 本調査 構築 現地政府 企業 連携等 実施体制 い 以 示  

 

7777.1.1..1.1..1.1..1.1.    想定する実施体制想定する実施体制想定する実施体制想定する実施体制    

 本調査を実施 あ 想定 実施体制を以 示  

 本調査 実施主体 あ 神鋼環境 ュ ョンや コ民間企業等 出資 設立

SP（ Sたごcじal Pつrたo上ご （omたanと：特別目的会社 を事業主体 自治体 コ ャエ 県  

や自治体 廃棄物処理会社 IZAY）AS 廃棄物処理収入 Tじたたじng Fごご を得 廃

棄物処理事業 あ  

t コ自治体

コ ャエ 県

t自治体 下の廃棄物処理会社

IZAYDAS

調査実施主体等

神鋼環境ソ ュ ョン等

コ民間会社

コ

エン ニ ン 会社

廃棄物処理SPC

事業実施主体

コ

土木 建築工事会社

コ

設 機器供給会社

コ

運転管理会社

Tipping Fee

出資出資

業務連携

人 育成

要素技術提供 等

発注

 

 

 

7777.1.2..1.2..1.2..1.2.    構築した実施体制構築した実施体制構築した実施体制構築した実施体制    

本調査を進 中 構築 実施体制 い 以 示  

FS 対象地域 コ ャエ 県を選定 直後 5 コ ャエ 県 廃棄物処

理事業会社 あ IZAY）AS 面談 本 FS 調査へ 協力依頼を行 傘 協力

意を 付け  

コ ャエ 県 現地ワ ョ プ及び本邦研修 際 コンタ 先を得

日本 廃棄物処理 サ 政策及び 術 紹 を行う 現地 廃

棄物管理政策 い 情報を得  

図 7-1-1 事業実施体制概要図 
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現地 大学 あ YIL）IZE 工科大学 訪問 情報交換及び 後 連携へ 意を

付け  

そ 他 時 以 う コ現地企業及び欧州企業 コンタ を FS 検討

へ 協力要請を実施 本調査 興味を示 い 数社 見積等 協力 い 了

を得 「01」 」 見積資料を 領 い  

現時点 FS 調査段 あ 実施体制へ 参加 対 明確 回答 得 い

い 本調査 FS 成立 いう結果 得 実施体制へ 参加 見込

 

� GAMA POWER SYSTEMS： ネコン系エン ン 会社 コ  

� Toずar：据付工事会社 コ  

� OZKA：土木建築会社 コ  

� Zorlつ O&M：運転 ン ン 会社 コ  

� IMOT：前処理 選別設 コ  

� MPE：排水処理設 コ  

� BVS Bつlbつloglつ Vじnc： ン コ  

� TURKERI FILTRE： タ コ  

� Baつmgar下ご Boじlごr Sと上下ごm上： 式焼却炉エン ン 会社  

� O上cしa下z Tつrずごと：ボ コ ャエ 県 Gごbzご 自社工場を保  

� Wa上下ごcon上つl下 じn下ごrna下じonal, じba, gごてじ下ra：MBT コンサ タン  

 

 現時点 前述 コ現地企業 建設 運転管理を行い FS 実施者 SP（ や

現地企業へ 監督 指 を行 事業を進 いく いう体制を構築 いう確証を

得 至 い い  

 従 次 度以降 い コ自治体 コ ャエ 県 IZAY）AS コ

民間企業及び調査実施主体等 共 出資 廃棄物処理 SP（ を設立 SP（ 施設を所

自 建設 運営管理業務を発注 業務を行う体制を構築 必要 あ  

 施設 建設 EP（ 建設工事 コン 発注 実施 コン

施設毎 異 ン 構成 O&M 運転維持管理 SP（ コ

運転管理企業 発注  

� MBT 1備00下/日 ：欧州 責任者 適宜 コ企業 設 発注 

� 化溶融施設 「00下/日 ：神鋼環境 ュ ョン 責任者 適宜 コ  

      企業 設 発注 

� 式焼却施設 500下/日 ：欧州 責任者 適宜 コ企業  

     設 発注 
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図 7-1-2 事業実施体制図 
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7777.2..2..2..2.        現地ワ クショップの開催現地ワ クショップの開催現地ワ クショップの開催現地ワ クショップの開催    

医1) 目的 

現地 廃棄物処理状況 把握 現地関 者へ 日本 廃棄物処理 サ 政策及び

術 紹 を目的 現地ワ ョ プを開催  

 

医「) 実施概要 

 現地ワ ョ プ 概要を以 示  

 開催時期 

「01「 1「 【 日 木 9:」0～14:45 

 

 開催場所 

 IZAY）AS コ ャエ 県 Izmじ下  

 

 ュ  

概略 ュ を以 示  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時刻 内容 担当者

09:30～09:50開会挨拶 Mr. Muhammet SARAC IZAYDAS, General Manager)

09:50～10:20 コ ャエ 県におけ 廃棄物処理の概要

Mr. Huseyin KILIC (Kocaeli Metropolitan Municipality,

Environmental Protection and Waste Management Branch

Manager)

10:30～11:00日本におけ 廃棄物処理の歴史及び処理技術につい 日本環境衛生センタ 　藤 常務理事

11:00～11:25質疑応答 -

11:25～11:40休憩 -

11:40～11:55 IZAYDASの廃棄物処理状況 Mr. Sahan DEDE (IZAYDAS, Incineration Plant Manager)

11:55～12:00質疑応答 -

12:00～12:30 コ ャエ 県 のご 質分析調査結果 エンタ コンサ タン 　井手氏

12:30～12:40質疑応答 -

12:40～13:30昼食及び休憩 -

13:30～13:50全体につい の質疑応答 -

13:50～13:55閉会挨拶 Mr. Ismail ULUDAG (IZAYDAS, Deputy General Manager)

13:55～14:00集 写真撮影 -

14:00～14:30休憩 -

14:30～14:45 Solaklar埋立処分場及び 害廃棄物処理施設見学 -

表 7-2-1 ワ ョ プ概略 ュ  
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 参加者 

� コ ャエ 県 廃棄物関連部署責任者及び担当者 

� IZAY）AS 代表及び職員 

� 一般財団法人 日本環境衛生 ンタ  藤 常務理事 

� JI（A Tつrずごと 駐在員 

� ㈱ エンタ コンサ タン  

� ㈱神鋼環境 ュ ョン 

� そ 他関 者                  計 「0  

 

医」) 実施内容 

 現地ワ ョ プ 実施 講演及び施設見学 内容を以 示  

 

 講演 

A) コ ャエ 県 け 廃棄物処理 概要 

 Mr. Hつ上ごとじn KILI（, Kocaごlじ Mご下roたolじ下an Mつnじcじたalじ下と, Envじronmごn下al Pro下ごc下じon 

anこ Wa上下ご Managごmごn下 Brancし Managごr  

 コ ャエ 県 け 廃棄物処理 概要 い 以 項目を説明  

 コ国内 廃棄物処理政策 い  

 コ ャエ 県内 廃棄物処理政策 処理 現状 い  

 コ ャエ 県 け 分別収集 状況 い  

 コ ャエ 県 け 地域住民へ 啓蒙活動 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2-1 現地ワ ョ プ開催状況 図 7-2-2 現地ワ ョ プ開催状況 
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B) 日本 け 廃棄物処理 歴史及び処理 術 い  

日本環境衛生 ンタ  藤 常務理事  

日本 け 廃棄物処理 歴史及び処理 術 い 以 項目を説明  

 環境省及び日本環境衛生 ンタ 紹  

 」R 紹  

 コ ャエ 県 け 分別収集 状況 い  

 日本 廃棄物処理 歴史 い  

 日本 廃棄物処理 術 い  

 日本 震災廃棄物処理状況 概要 

 講演後 質疑応答を実施 以 項目を主 非常 活発 質疑応答 意見交換

実施  

 日本 廃棄物焼却施設 設置数 規模 

 焼却処理施設 化溶融施設 説明 

 日本 廃棄物処理施設 排 基準値等 

 日本 け 廃棄物処理 費用 そ 徴収方法 い  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（) IZAY）AS 廃棄物処理状況 Mr. Saしan ）E）E, IZAY）AS  

 IZAY）AS 実施 い 廃棄物処理 概要 い 以 項目を説明  

 IZAY）AS 概要 い  

 家庭 埋立処理状況 

 害廃棄物 焼却処理状況 

 埋立処分場 発電 状況 

 IZAY）AS 実施 い 地域住民や 大学 中学校へ 啓蒙活動 い  

講演後 害廃棄物処理施設 飛灰処理状況 い 質疑応答を実施  

 

 

 

 

図 7-2-4 現地ワ ョ プ講演状況 図 7-2-3 現地ワ ョ プ講演状況 
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）) コ ャエ 県 け 質分析結果 考察 エンタ コンサ タン  井手氏  

 備 実施 現地 質分析結果 そ 考察 い 説明  

 調査概要 そ 方法 い  

 分析結果 説明 

 分析結果 対 考察 

講演後 焼却以外 廃棄物処理 術 い 活発 意見交換 実施  

 

 施設見学 

講演終了後 現地埋立処分場 Solaずlar 埋立処分場 及び 害廃棄物焼却施設 見学を

実施 当日 天候状況 悪く 車 周回道路 見学 説明を け 以 見学状況

を示  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2-5 Solaklar 埋立処分場見学状況 図 7-2-6 Solaklar 埋立処分場見学状況 

図 7-2-7 Solaklar 埋立処分場見学状況 図 7-2-8 Solaklar 埋立処分場見学状況 
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医4) 効果 

現地ワ ョ プを開催 以 効果 あ 考え  

IZAY）AS 担当者 け く コ ャエ 県 廃棄物処理担当部署 担当者

ョン コ ャエ 県 廃棄物処理状況 把握  

日本 廃棄物処理 サ 政策及び 術 紹 を行い 理解 得  

図 7-2-9 害廃棄物焼却施設見学状況 図 7-2-10 害廃棄物焼却施設見学状況 
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7777.3..3..3..3.        現地関係者の招聘並びに研修現地関係者の招聘並びに研修現地関係者の招聘並びに研修現地関係者の招聘並びに研修    

医1) 目的 

 現地関 者へ 日本 廃棄物処理 サ 政策及び 術 い 紹 を目

的 日本環境衛生 ンタ 主催 日本国内研修 現地関 者を招聘 研修

日本環境衛生 ンタ 環境省 託 成 「4 度日系静脈産業 ャ

育成 海外展開 進事業 一環 海外 関 者を対象 日本国内 実施

あ  

 

医「) 実施概要 

 日本環境衛生 ンタ 主催 本邦研修 IZAY）AS 担当者を招聘 日本 廃棄物処理

サ 政策及び 術 紹 を実施 そ 概要を以 示  

 開催時期 

「01」 「 4 日 ～備 金  

 

 ュ  

 概略 ュ を以 示  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 7-3-1 成２４ 度日系静脈産業 ャ 育成 海外展開 進事業 本邦研修日程表 

プ ム内容プ ム内容プ ム内容プ ム内容 会場会場会場会場

- プ ム エン ョン

- 日本の廃棄物の概要　

昼食

- ： 日本の廃棄物処理技術　

- < めの ョン>

- 東京都講義 東京都庁

　昼食 移動

- 中央防波堤埋立処分場施設　東京都埋立管理事務所 中央防波堤埋立処分場

- 東京臨海 サ パワ 　見学 東京 パ エコタウン内

昼食

- 東京都 区清掃一部事務組 港清掃工場　見学 東京 パ エコタウン内

- 相模原市南清掃工場　見学 相模原市

昼食

- 相模原市南清掃工場　見学及びF につい の討議 相模原市

： - 研修につい の め

： - 研修 ポ 作成等

昼食

： - F につい の ョン

閉講式

水

木

金

新橋田中田 町ビ

会議室

日程日程日程日程

新橋田中田 町ビ

会議室

火
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 参加者 

 Mr. I上maじl ULU）AG 医IZAY）AS, ）ごたつ下と Gごnごral Managごr) 

  Mr上. Arzつ ULUTAS 医IZAY）AS, （しごmじcal Engじnごごr)  

 

医」) 実施内容 

本邦研修 行 施設見学 内容を以 示  

 東京臨海 サ ワ  

見学日時  

 成 「5 「 【 日 10:」0～1「:」0 

設 概要  

産業廃棄物    流動床式 化溶融炉：「傘5下/日×「 系列 処理量 550下/日  

感染性 療廃棄物 専用焼却炉：50下/日×「 系列 処理量 100下/日  

 発電能力     「」,000ずW 

処理  

 産業廃棄物処理流動床式 化溶融炉 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3-1 東京臨海 サ ワ 産業廃棄物  

出典：東京臨海 サ ワ HP http://www.tgn.or.jp/tokyorp/  
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感染性 療廃棄物専用焼却炉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3-2 東京臨海 サ ワ 療廃棄物  

出典：東京臨海 サ ワ HP http://www.tgn.or.jp/tokyorp/  

図 7-3-3 東京臨海 サ ワ 見学状況 図 7-3-4 東京臨海 サ ワ 見学状況 
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図 7-3-7 東京臨海 サ ワ 見学状況 図 7-3-8 東京臨海 サ ワ 見学状況 

図 7-3-5 東京臨海 サ ワ 見学状況 図 7-3-6 東京臨海 サ ワ 見学状況 
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 東京都 「」 清掃一部事務組 港清掃工場 

見学日時  

 成 「5 「 【 日 14:」0～1傘:00 

設 概要  

式焼却炉：900下/日 」00下/日×」 系列  

 発電能力：「「,000ずW 

 設計最高 質：1」,400KJ/ずg 」,「00ずcal/ずg  

処理  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3-9 東京都 23 清掃一部事務組 港清掃工場処理  

出典：東京都 23 清掃一部事務組 HP http://www.union.tokyo23-seisou.lg.jp/kojo/minato/  
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図 7-3-10 港清掃工場見学状況 図 7-3-11 港清掃工場見学状況 

図 7-3-12 港清掃工場見学状況 図 7-3-13 港清掃工場見学状況 



7-15 

 

 相模原市南清掃工場 

 見学日時  

  成 「5 「 傘 日 10:00～1【:00 

設 概要  

流動床式 化溶融炉：5「5下/日 1傘5下/日×」 系列  

 発電能力：10,000ずW 

処理  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3-14 相模原市南清掃工場処理  

図 7-3-15 相模原市南清掃工場見学状況 図 7-3-16 相模原市南清掃工場見学状況 
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医4) 効果 

日本環境衛生 ンタ 主催 本邦研修 IZAY）AS 担当者を招聘 研修を 講

以 効果 あ 考え  

日本 廃棄物処理 サ 政策及び 術 い 理解 深  

日本 廃棄物処理施設及び最終処分場を見学 そ 運転状況等を肌 感 え

 

各施設 い 自治体 担当者 」R 特 分別等 流側 対策 実施状況

い 話を聞く  

他国 参加 い 研修 講者 ン ベ タ 等 討論を通

各国 廃棄物処理状況 事情等 理解  

回 IZAY）AS 担当者 他 コ ャエ 県 廃棄物処理担当部署 責任者 あ  

MR. Hつ上ごとじn KILI（ い 招聘予定 あ 急遽 不参加 行

政側 あ コ ャエ 県 廃棄物処理担当部署 方 日本 廃棄物処理 サ 政

策及び 術を直接確認い け 良い機会 あ 不参加

残念 思わ  

図 7-3-17 相模原市南清掃工場見学状況 図 7-3-18 相模原市南清掃工場見学状況 
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第第第第8888章章章章    実現可能性の評価、および実現可能性の評価、および実現可能性の評価、および実現可能性の評価、および今後の課題と事業展開今後の課題と事業展開今後の課題と事業展開今後の課題と事業展開    

    

8888.1..1..1..1.    実現可能性の評価と実現可能性の評価と実現可能性の評価と実現可能性の評価と今後の課題今後の課題今後の課題今後の課題    

 前章 項目毎 検討 評価 い 総合評価 以 通  

 

 

評価項目 評価 評価内容

事業採算性 × 79 7TRY t Tipping Fee 現地 受容 可能性 極

低い 低減策 っ ュ ョン上 Tipping Fee低減 可

能 あ そ 実現性を 析した上 実施策 立案 必

要

環境負荷低減効果 ◎ 最終処 場延命化効果 現地 最 欲し い 環境負荷

低減効果を出 受容性 高い 考え 更

事業化 3R推進効果や温室効果ガ 削減効果 い

十 効果を出

社会的受容性 ◎ 雇用創出 技術移転 教育へ 貢献 地元自治体へ 受

容性 高い た 国 開発計画へ 合 政府等

サポ ト 期待

現地政府 企業 連携

等 実施体制 構築

○ 現地自治体 大学 協働関 を構築済

土木建築 据付工事 周辺設備等 い ト コ企業 協力

を応諾頂 全体 エン ニ ング 欧州企業 協働体制

を構築し い

総合評価 △ 環境負荷低減 社会的受容性 現地 連携等 実施体制 構

築 多く 点 効果を確認 た 事業採算性 い 現地

受容 見込 Tipping Fee 実現 っ

処理対象 や建設費 算出方法 テ 選定等

前提条件 け 見直し 必要 あ 考え

 

 

。1) 事業採算性 

 計画 採用 テ 構築体制 算出 処理費 Tじたたじng 切ごご

79.7TRY/下 現在 民 支払 い 都市 処理費 1」.「5TRY/下 及び 「01「 年 1「 開

催 ワ ョッ い IZAY）AS コ ント 処理費 算 15TRY/下 大

く乖離 結果 民 直接負担 都市 処理を計画 コ ャ

県 容 金 い 見込  

 事業 実現可能性を高 事業採算性を改善 提案段階 い 」0

～40TRY/下 程度 Tじたたじng 切ごご を提示 必要 考え  

 

。「) 環境負荷 減効果 

 コ ャ 県 埋立処 残余量 逼迫 い 中 次期処 場用地 目途 立

「0「「 年 埋立処 以外 都市 管理方法を確立 く い いう課

を抱え い 事業 実現 埋立処 残余量 逼迫 い 現況を覆

表 8-1-1 実現可能性 評価  
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い 処 場を 7 年間延命 可能 新 対策を検討 実現

いく 期間を獲得 「0「「 年 都市 管理方法 変更

いう目標 完全 合 環境負荷 減効果 実現可能性 非常 高い 考

え  

 

。」) 社会的 容性 

 用創出 技術移転 」R 実現 向 政府 自治体 行う環境教育 啓発活動へ 貢献

社会的 コ ャ 県 容 可能性 高い 考え  

 第 9 次開発計画 い 国 計画 合 等 ト コ政府 サ

ト 支援を得 可能性 あ 社会的 容性 高い  

 ト コ 現状 都市 処理施設 い 民 NIMBY 等 拒絶 応 程度

不明 あ 現在 埋立処 場 衛生的 処理 あ を理解頂 前向

協議 見込  

 

。4) 現地政府 企業 連携等 実施体制 構築 

 事業 実施 い 現地自治体 コ ャ 県や IZAY）AS 及び現地大学 協力

得 事や 事業 採用 テ 関 多く ト コ企業 い 業務実施可能

あ 回答を得 複数 業務 見積を徴 現地政府 企業

連携 いう観点 実現 可能性 十 あ 考え  

  

。5) 総合評価 

 環境負荷 減効果 社会的 容性 現地 連携 多く 項目 実現 可能性 あ

評価  

 環境負荷 社会的 容性 そ 実現 民 払え 処理費 昇 評

価 表裏一体 あ 現在 都市 処 民 支払 い 費用や コ ャ

県や IZAY）AS 考え Tじたたじng 切ごご 事業化後 見込 Tじたたじng 切ごご あ

乖離 い 場合 経済性 一点 い そ 評価結果を覆  

 現時点 経済性 い 地域 許容 Tじたたじng 切ごご 大 く乖

離 Tじたたじng 切ごご 減 必要 対策を検討 地域 希望 処理費

乖離を く 環境面や社会面 利点を ピ 事業 実現 繋

必要 あ  

 従 経済性 課 克服 そ 事業 実現 向 喫緊 課 あ いえ  
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8.2.8.2.8.2.8.2.    課題に対する改善案課題に対する改善案課題に対する改善案課題に対する改善案    

 コ ャ 県 IZAY）AS や地域 民 入 提案を行う 」0～40TRY/下

程度 処理費 設定を可能  

 質 発熱量等 向  

 施設建設費 減 

発電効率等 施設能力を く 施設建設費 を 減  

「 点を最優先課 挙  

 

8888.2.1..2.1..2.1..2.1.    ごみ質ごみ質ごみ質ごみ質 発熱量発熱量発熱量発熱量等等等等 の向上の向上の向上の向上    

 第 4 章 記載 通 質 変動 関 中 水 を現状 減少

び熱回 施設へ 投入 発熱量を増加 「 点 Tじたたじng 切ごご

減 効果 あ  

 

 中 水 を減少 方法 家庭 厨芥 水 等 前

段階 対策 民 対策 中間処理施設 投入 前 自然乾燥 廃油

混焼等 後 段階 対策 自治体 対策 考え  

 家庭 厨芥 水 を普及 何故水 必要 水 を

う ット 生 を 民 理解 頂く必要 あ 水

Tじたたじng 切ごご 減 民 負担 減 いう考え方 依拠 そ

そ 現在 埋立処 方 処理費 い 焼却処理そ 対 拒否 応 出

く 想 埋立処 脱却 熱回 高効率化を組 合わ

民 享 ットを打 出 方策 啓発方法を 自治体 相談 進 必要 あ  

 中間処理施設 投入 前 自然乾燥を 方法 民 負担 い いう

点 実現性 高い う 考え 但 自然乾燥を 日量 1,800下

を数日 寝 く 可能 広大 ペ 仮置 積替え 重

機 運転員 必要 あ 新 埋立処 場 確保 問 生 可能性 あ  

 現状 最 実現性 高い 考え 対策 熱回 へ 廃油等 産廃 混焼 あ

考え 自治体へ 提案を検討 い  

 い 方法 熱回 を含 中間処理 効率を 効果 あ 次年度以降 最

効 実現性 高い方法を検討 質 向 繋 施策を打 出 い  

 

回収前 対策

家庭 水 等

回収後 対策

施設投入前 自然乾燥等

質 改善 処理量 低減質 改善 処理量 低減質 改善 処理量 低減質 改善 処理量 低減

 

図 8-2-1 質 改善 向 対策 
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8888.2.2..2.2..2.2..2.2.    施設建設費の 減施設建設費の 減施設建設費の 減施設建設費の 減    

 施設建設費 減 第 4 章 記載 通 見積を徴 各社 見積費

減 可能 う 項目を同定 減 回避 い 対策を

費用 コンテ ン ン 減少や 設備毎 見積を徴 能力

あ 候補企業を多く見 出 競 原理を働 見積 減 い

手法 考え  

 様 再検討や提案 テ 再設計を行う 等 施設建設費 減策

検討 い  

 但 サ 施設 MBT 等 単独処理や大規模 ト カ式焼却炉 単独処理 入

場合 欧州 中国 韓国 カ 等 過当競 タン 市

ト カ式焼却施設 入 世界 16 競合 あ 得 を考慮

入 必要 あ 事業 対象国 環境負荷 減や社会性 向 を目指 目的 あ

日 国 経済や静脈産業 活性化 いう目的 あ テ 再設計 あ

地域 ニ 合 共 日 企業 事業参画を確保 いうバ

ン を 必要 あ  

 

提案 テ 再設計

仕様 再検討

徴収見積 見直し

施設建設費 低減施設建設費 低減施設建設費 低減施設建設費 低減

 

図 8-2-2 施設建設費 減 向 対策 
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8.3.8.3.8.3.8.3.    今後の事業展開今後の事業展開今後の事業展開今後の事業展開    

 前項 挙 課 を解決 事業を実現 次年度以降 次 活動を行う  

排出源 別 水 を ンセンテ 検討排出源 別 水 を ンセンテ 検討排出源 別 水 を ンセンテ 検討排出源 別 水 を ンセンテ 検討

県内 廃棄物処理計画 検討 処理 や施設計画 精査県内 廃棄物処理計画 検討 処理 や施設計画 精査県内 廃棄物処理計画 検討 処理 や施設計画 精査県内 廃棄物処理計画 検討 処理 や施設計画 精査

事業採算性 向上 事業化 向けた工程等 計画策定 検討事業採算性 向上 事業化 向けた工程等 計画策定 検討事業採算性 向上 事業化 向けた工程等 計画策定 検討事業採算性 向上 事業化 向けた工程等 計画策定 検討

採算性 向上 更 環境負荷低減効果 事業実現可能性 向上採算性 向上 更 環境負荷低減効果 事業実現可能性 向上採算性 向上 更 環境負荷低減効果 事業実現可能性 向上採算性 向上 更 環境負荷低減効果 事業実現可能性 向上

 

 

 次年度以降 活動 い 日 自治体 策定 い 一般廃棄物処理基

計画等を参考 コ ャ 県 タ ンや 自治体 民 事業者各々

ョン ンを策定 課 を克服 いく 事業 実現可能性を高

考え  

 


